


























資料 >調査資料 >平成 19 年刊行分）の PDF資料を参照）。日本は、「環境権」
をめぐる論争や憲法改正手続もあり、未だ憲法に環境条項を有していない。
̶ 2 ̶

























１８世紀 １９世紀 ２０世紀 ２１世紀
経済 封建体制 産業資本主義 修正資本主義等体制 共生循環経済
社会 身分社会 個人主義に基づく契約社会　←公共の福祉 参加型社会























2009（平成 21）年 9 月、国連気候変動首脳会合での鳩山元首相


























チで進行した。特に、2009（平成 21）年 4月 22 日成立、30 日公布・
施行された「道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法






おり、3月 11 日の大震災により、2011 年税制改正は、大幅な改正
遅滞となり、これら構想も実現せずに終わった。しかし、2012（平
成 24）年税制大綱（2011 年 12 月 10 日閣議決定）は、この環境自
動車税構想を具体化し、自動車税の改正に着手した。また、同税制


































53）年、現代地方自治全集 19）627 － 628 頁。
10 　同上 629 － 630 頁。
11 　財団法人自動車検査登録情報協会ホームページ（http://www.airia.or.jp）掲
載「保有台数統計データ」より「車種別（詳細）保有台数表」四輪車（軽自動
車を含む）合計は、平成 23 年 7 月末現在において 75,334,569 台とされる。
̶ 6 ̶







































































































































































































































17 　自動車取得税の減収については、2008 年 10 月「地方税等減収補てん臨時交付






規定した。 エコカー減税での自治体減収が 100 億を超えたことを明示している。






札幌法学 24 巻 1 号（2012）































トル以下 7500 円から 6 リットル超 40,700 円まで 10 段階、自家用























18 　総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）内 >所管法令等 >通知・通
達に掲載されている平成 22 年 4 月 1 日通知総税都第 16 号「地方税法の施行に
関する取扱について（道府県税関係）」152 頁第 10 章自動車税を参考にした。
̶ 16 ̶

















直しを検討」するとし（第４章１１．検討事項 [ 国税・地方税共通 ] 
（２））、改正税法附則 149 条において同趣旨を明記した。
この政府と財務省の動きに対応し、総務省は、2010（平成 22）
年 3月 30 日に第 1回「自動車関係税制に関する研究会」を開催した。
これより前、3月 26 日の報道資料（自治税務局）19 が以下のとお
りである。
19 　総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）、広報・報道＞報道資料一覧
＞ 2011 年 3 月 26 日＞「自動車関係税制に関する研究会」の開催を転載。
環境国家・日本における自動車税のあり方（伊藤）
̶ 17 ̶























　平成 22 年 3 月 30 日（火）に第 1回研究会を開催します。
 
研究会は、半年間で 7 回開催されている（2010 年 3 月 30 日～
2010 年 9 月 10 日）。研究会の成果は、短い期間で、十分なものを
出しえたかは疑問である。関係各省の調整と学識経験者との意見交
̶ 18 ̶








































2010（平成 22）年 11 月 19 日、2010 年度第 12 回政府税制調査会
は、環境自動車税に関する審議において、結果として、環境自動車




の他、税制調査会＞会議資料＞税制調査会＞ 2010 年 11 月 19 日第 12 回、議事録、
会議資料を参照。
22 　レスポンス自動車ニュース（http://response.jp）内、「環境自動車税、政府税
調は議論を先送り（2010 年 11 月 21 日（日） 22 時 40 分、椿山和雄）
 （ http://response.jp/article/2010/11/21/148281.html）を転載。
̶ 20 ̶





















































札幌法学 24 巻 1 号（2012）
（４） 2012 年税制改正












































2011.11.28 民主党税制調査会 2012 年度税制改正での自動車重量税・自
動車取得税の廃止・抜本的見直しを重点
要望とすることをまとめる。
2011.11.29 安住財務大臣 2012 年度税制改正での自動車重量税・自
動車取得税の廃止・見直しは難しい。




2012.1.27 政府 2012 年度税制改正法案を閣議決定　（自
動車重量税の 1500 億円軽減やエコカー
減税の延長などを含む）
2012.3.30 　 2012 年度税制改正法案が参議院本会議で
可決し、成立。
 （自動車税 info: http://www.jidoushazei.info/2012zeisei.html より引用）
改正自動車税は、一定の燃費基準と排ガス基準 24 を達成した新
車登録車に対して翌年度自動車税の減額（概ね 50％または 25％）
を実施するものとし、平成 24 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日




が貼付される。平成 24 年度税制改正では、一般的に知られている 10.15 モード
ではなく、より実際の走行に近いとされる JC08 モード（1リットルでの走行距
離で測定、2011 年 4 月 1 日以降に形式認定を受ける自動車は義務的に、それ以
前の自動車についても 2013 年 2 月までには燃費値表示が義務化されている）で
測定される基準を採用した。これは、省エネ法（エネルギーの使用の合理化に
関する法律）の改正に基づくものである。新登録自動車は平成 27 年度燃費基準
達成以上、JC08 モード走行燃費未取得車は平成 22 年度燃費基準+25%以上、か
つ平成 17 年基準値低排出ガス 75%低減が要請されるる。
̶ 24 ̶























































































































2012（平成 24）年 10 月 1 日から、地球温暖化の原因となる温室効
果ガスの約 9割を占めるエネルギー起源 CO2 の排出を抑制する観
25  ドイツは 2009 年より自動車税の税率基準にCO2 基準を採用した。
̶ 28 ̶
札幌法学 24 巻 1 号（2012）
点から「地球温暖化対策のための税」として上乗せ税額を 3年間に
段階的に実施し、原油・石油製品には現行 1キロリットル当たり


























































札幌法学 24 巻 1 号（2012）
費税を含む）、保有期間の自動車税と軽自動車税、ならびに処分時
における自動車廃棄処理費用などを総合的に検討しなければならな
い。また、その燃料である石油関連税制とも連携した自動車ユーザー
の税負担を考慮しなければならない。日本の自動車税は、諸外国に
比べて高いとの批判もある。この点は、消費財である自動車にかか
る税負担のあり方として検討しなければならないと考え、今後の課
題とする。
［補足］
本稿は、自動車が財産でなく耐久消費財であり、自動車税が消費
課税として構築されるべきことを主張した。
しかし、本稿執筆後、札幌で発生した生活保護費不正受給事件が
報道され、生活保護費受給者の自動車保有が問題とされた。これを
全面的に否定する法令はないが、法令運用として、これらの者の自
動車保有は制限されているようである。その理由としては、自動車
は贅沢品ないし財産というものが想定される。しかしながら、かつ
て、テレビやクーラーがそうであったように、自動車も財産から耐
久消費財へと転換してきている。公共交通機関の発達等や地域的普
及状況を勘案して、生活保護費受給者の自動車保有も認められるも
のである。国鉄民営化により市民の足としての公共交通も十分でな
くなり、多くの地域で自動車の必要性が認められ、中古車販売も全
国的に展開され、もはや自動車は財産ではなく消費財である。
自動車税は、消費課税として、大気汚染の移動性発生源である自
動車に対する環境保全対策税制として展開されることが期待されて
いる。
